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インドの原子力政策
――福島後の原子力発電の推進――
広瀬 崇子
はじめに
福島第一原子力発電所の事故以来、脱原発の動きが世界各地で出ている。し
かし、そうした動きはほぼ先進国に限られている。発展途上国の間では依然と
して原子力発電の新規導入、あるいは推進が政府の政策として打ち出されてい
る。本稿では、急速な経済成長を遂げつつあるインドの原子力政策を考察して
みたい。なお、原子力政策には核兵器問題がつきものであり、インドは核拡散
防止条約に不参加でありながら核兵器を保有するという問題を抱えている国で
ある。本稿では、核拡散の問題は主要テーマではないが、原子力政策を分析す
る上で切り離せない問題であるため、インドの核兵器開発にも言及し、原子力
政策全体の中で位置づけてみたい。
以下、まずはインドの原子力政策の歴史を振り返り、独立以来この国が原子
力の開発にいかに力を入れてきたかを紹介する。次に原子力開発の延長線上に
ある核兵器開発の経緯を追う。その上で、現在インドのエネルギー政策がどの
ようものであるのか、中でも電力の事情はどうなっているか、さらにはそのう
ち原子力発電の状況がいかなる展開をみせているかを考察してみたい。インド
は民主国家であり、言論の自由が１２０％行使されている国である。当然原発反
対運動も起こっている。特に新たに原子力発電所を建設しようとする地域で運
動が激しいことは言うまでもない。それにもかかわらず、政府が原子力発電を
重視する理由は何か、リスクをどのように回避しようとしているのかといった
問題を考えてみたい。ある意味でインドの事情は発展途上国を代表するもので
あるが、他方、インドは技術的に見るならば先進国の水準を持っており、原子
力を自力開発してきたとの自負心が極めて強い。そのインドの特徴を踏まえた
上で、原子力問題を理解する必要がある。
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１．インドの原子力政策の歴史
原子力の開発は総合的な科学力を要する。また一朝一夕に達成できるもので
はない。インドは独立翌年の１９４８年４月に早くも原子力法（The Atomic En-
ergy Act）を制定し、原子力開発に着手した。憲法（１９５０年１月２６日発効）よ
りも先の制定である。そして同法に基づいて原子力委員会（Atomic Energy
Commission＝AEC）を設置し、原子力政策を始動させた。これらの事実は、
インドがいかに原子力の開発に積極的な姿勢をとっていたかを示している。ア
イゼンハワー大統領の「原子力の平和利用に関する（Atoms for Peace）演説」
（１９５３年）によって世界が原子力の平和利用に動き出す以前のことである。ち
なみに、日本が原子力委員会を発足させたのは１９５５年である。発展途上国・新
興国は言うに及ばず、先進工業国と比べても、インドがかなり早い時期に原子
力開発を始めていたことがわかる。
こうした積極的な原子力開発政策は、初代首相のジャワハルラル・ネルーの
考えに拠るところが大きかった。オックスフォード大学留学中にヨーロッパ合
理主義や科学的精神を学んだネルーは、独立後のインド経済の開発を進める上
で、工業化と科学技術の発展を重視した
（１）
。そして経済成長の基本的要件は電力
供給の拡大であるとみなし、電力の大量供給を可能にする原子力発電に注目し
た。ただし、ネルーの原子力重視はあくまでエネルギー政策の観点からであっ
て、核兵器には憎悪と呼べるほどの拒否反応を示していたことを付け加えねば
ならない。原爆の記憶がまだ鮮明に残る１９４８年４月に、彼は制憲議会で原子力
の平和利用の意味を説いた。「戦争という観点からでなく、インドとその国民
の将来の発展、そして全世界の発展という目的をもってこの（原子力―注筆
者）法案を提出します」と述べている
（２）
。しかも、インドではこの時期、議会に
おいて、原子力政策をめぐって相当に活発な議論が行われていた
（３）
。
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インドの原子力開発においてもう一人重要な人物がいる。科学者のホミ・
バーバー（Homi Bhabha, 1909−1966）である。彼こそがインドの原子力開発
の基礎を作り、また将来にわたる原子力の発展のロードマップを作成した人物
である。彼は科学者として高い能力をもっていたのみならず、幅広い人脈を有
し、行政的手腕にも長けていた。ボンベイの富裕な家に生まれたバーバーは、
ケンブリッジ大学に留学し物理学の博士号を取得した。放射線の研究に従事
し、１９３９年に帰国した後、インドにおける原子力研究の基礎を築く。彼はバン
ガロールのインド科学研究所（Indian Institute of Science）で粒子の研究に着
手し、１９４５年にはタタ財閥の協力を得てタタ基礎研究所を創設して自ら所長に
就任、優秀な若手研究員を集めて、インドにおける原子力分野を含む物理学の
基礎研究の拠点を築いた。政府関係でも、原子力委員会が設置された際には初
代委員長、また原子力局の初代局長にも就任している
（４）
。
バーバーの主導の下でインドの原子力開発は順調に推移した。１９５６年８月に
イギリスの設計による第一号研究炉（APSARA、軽水炉）でアジアにおける初
の臨界を達成した。さらに同年、政府は国家原子力発電開発計画を策定した。
１９６０年７月にはアメリカおよびカナダの支援を受けたサイラス研究炉
（Canadian-Indian Reactor, US＝CIRUS、重水炉）が初臨界を達成する。バー
バーはまたトロンベイ（ムンバイ近郊）に使用済み核燃料の再処理工場「フェ
ニックス」の建設を進めた。１９６４年にそれが完成すると、サイラス研究炉の使
用済み燃料からプルトニウムを抽出することに成功、これにより兵器級のプル
トニウム抽出が可能となった。１９６２年には西ドイツ企業の支援の下、重水の生
産を開始した。
一方、燃料に関しては、インドは利用可能なウラン資源は５万４，０００トンと
少ないが、トリウムは２９万トンあるとされる
（５）
。そのため、バーバーは１９５４に
ニューデリーで開かれた会議において、野心的な研究開発計画を打ち出した。
すなわち、国産のトリウムを利用して、重水炉→高速増殖炉→トリウム利用の
インドの原子力政策
61
３段階からなる「トリウム・サイクル」の確立を目指すという原子力発電を計
画したのである
（６）
。この計画は１９５８年にインド政府によって国家計画として承認
され、以後今日に至るまで研究開発は続けられている。２０１１年現在、計画は第
二段階を進行中である
（７）
。
１９６９年米ゼネラル・エレクトリック社からの輸入でタラプールに発電所が建
設され、さらに１９７３年カナダの協力の下、ラージャスターンの原子力発電所で
の商用運転が開始された。このようにして、ネルーの支持を受けたバーバーの
リーダーシップの下で、インドの原子力開発は始動し、途上国としては他に類
を見ないほどの進展をみせたのである。
２．核兵器開発
（１） 核兵器保有へ
以上述べてきたように、インドの原子力開発は独立直後に国策として開始さ
れ、研究炉、原子力発電、それに核燃料サイクルといった具合に先進国並みの
技術を求め、さらにそれにインド独自の技術を加味した体制に向かって着々と
進められた。新興独立国インドの原子力は当初イギリス、カナダ、アメリカな
どの先進国の協力を得て、平和目的のために開発されたわけであるが、歴史的
に振り返れば、インドの原子力開発の延長線上には核兵器開発があったことに
なる。少なくとも技術的にはそう位置づけることができるし、実際バーバーを
はじめとする科学者たちは早くから核爆発の実施を望んでいた
（８）
。核実験は核兵
器開発には欠かせない一段階である。政治が核兵器開発を抑制していた中、最
終的に核実験準備という政治的決定をもたらした大きな要因は国際情勢の変化
と言える。
インドは１９７４年に第１回の核実験を行った。その主な対外的要因は、中国と
の関係と核不拡散体制樹立への動きである。独立後「兄弟関係」を誇っていた
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中国との友好関係は、国境問題やチベット問題をめぐって１９５０年代後半に急速
に悪化し、１９６２年に両国は国境戦争を交えるに至った
（９）
。屈辱的な敗北を喫した
インドはその後大国との関係を見直し、また国防力の強化に力を注ぐことに
なったが、その中国が１９６４年１０月に核実験を行い、核兵器を取得した。さらに
世界は核拡散防止条約（NPT）の成立に向けて動きだした。中国の核実験を受
けてインドは米ソ英に対して「核の傘」の提供を願い出たが、いずれも断ら
れ、独自の核兵器開発に向かわざるを得なかったと主張する
（１０）
。
このような状況の中、ネルーの後を継いだシャーストリ首相は１９６５年１２月に
核実験に向けた研究開発を行う決定を下した
（１１）
。ただし、この時の決定は「平和
目的のための核爆発」（peaceful nuclear explosion）というものであった。バー
バーの提案である。「平和的」という表現をつけることによって、核実験の敷
居が低くなったものと思われる。そのシャーストリ首相が１９６６年に急死する
と、後継のネルーの娘のインディラ・ガンディー首相はこの決定を一旦は覆し
たが
（１２）
、結局は７０年代初めに核実験に向けた準備を承認することになった。福井
康人は１９７２年にインディラがバーバー研究センター視察中に核爆発装置の開発
許可を与えたと述べているが
（１３）
、資料的根拠は示していない。核実験の準備に政
府がいつゴーサインを出したか正確な日付は定かでないが、１９７０年代初めとい
うのが大方の研究者の見方である。実際は核実験実施に向けた準備の決定が政
府によって行われる前に、原子力科学者たちは独自に核実験に向けて準備を開
始していたと言われる
（１４）
。なお、インドではシビリアン・コントロールが徹底し
ており、あるいはそれ以上に軍部や国防省の政治的発言力が弱かったために、
この決定に際して軍の役割は極めて小さかったと思われる
（１５）
。
インドの核実験の決定を促したもう一つの要因は核拡散防止条約（NPT）を
めぐる世界の動きである。周知のように、NPTは１９６７年１月１日時点ですで
に核兵器を保有している５カ国、すなわち米、ソ、英、仏、中を「核兵器国」
と認め、それ以外の非核保有国に対する核兵器の拡散を禁止した条約である。
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NPTに参加すべきか否かをめぐってインド国内では大論争が繰り広げられ
た。懸念されたのは、同条約が民生用原子力協力に対して全面査察を義務付け
ている点で、インドでは原子力開発の自立性が失われるとした反対の声が広
がった
（１６）
。また、中国との関係が問題となった。中国は核保有国として認められ
たが、インドが同条約に加盟すれば、永久に核兵器の保有ができないことにな
る。同条約では核兵器の廃絶は単なる努力目標であった。このような「差別条
約」は到底受け入れられないとして、インドは NPT不参加の決定を下した
（１７）
。
以後今日に至るまで NPTに対するインドの姿勢は一貫している。
こうしてインドは独自の「平和目的のための核実験」準備を開始し、１９７４年
ラージャスターン州のポカランにおいて第１回の核実験を行った。それでもイ
ンドは兵器化を公然とは行わず、「核のオプション政策」を採り続けた。技術
的にはいつでも兵器を製造できるが、そこまではまだ行わないという曖昧戦略
である。一方インドの核実験を受けて、国際社会は原子力供給国グループを形
成して NPT非加盟国に対する原子力技術、核物質の供給を禁止する措置を
取った。以後インドは独力で核開発を行うことを余儀なくされた。
１９９０年代後半インドに「核のオプション政策」を放棄させたのは、またして
も国際情勢である。隣国パキスタンでは、１９７０年代から核開発が進められてき
たが、１９８０年代後半には核兵器能力を取得したとされる。またそこには中国の
援助があったともみなされている
（１８）
。ただし、パキスタンの核の脅威そのものが
１９９８年のインドの核実験につながったというわけではない。タイミングをみれ
ば、１９９５年の NPTの無期限延長と９６年の包括的核実験禁止条約（CTBT）が引
き金になったと考える方が説得力がある。NPTの時と異なり、今回はインド
が CTBTに署名して核のオプションを放棄すべきか否かという議論はインド
国内では全く起きなかった。核実験ができなければ、兵器化に支障をきたすこ
とは明らかで、この時にはもはや非核保有国として核のオプションを放棄する
選択肢はインドにはなかったからある
（１９）
。インドは１９５４年以来 CTBTに積極的
64
であったが、最終的にはやはり差別待遇が問題となった。CTBTはすべての署
名国に対して地下実験を含むあらゆる核実験を禁止するもので、法的にみれば
NPTと異なり平等条約と言えるが、すでに核実験を繰り返しており、今後は
臨界前実験でこと足りる核兵器保有国と、これから兵器化を行う国とでは実験
の必要度が大きく異なる。したがって、政治的な観点からは CTBTも NPT同
様平等条約とは言えないというのがインドの主張である
（２０）
。しかも、CTBT発効
要件として、インド、パキスタンを含む４４カ国がこれを批准することが必要と
して国際社会は圧力をかけてきた。それへのインドの対応は核のオプションを
行使するということであった。
国内的には、「強いインド」のスローガンを掲げるインド人民党（BJP）が
９８年３月に政権に就いたことが核実験を早める要因となったとの見方もある
が
（２１）
、インドは国民会議派政権時代の１９９５年１２月にも核実験を行おうとして準備
を進めており、結果的にアメリカに察知されて実験を実施できなかったもの
の、政策的には二大政党の間に一般的に言われるほどの差はない。むしろ国際
的要因がインドを追い込んだと考える方が妥当であろう。１９９８年５月１１日と１３
日にインドは水爆実験を含む５回の核爆発を行い、核兵器保有を宣言した。
インドの核兵器保有の決定要因を整理すれば、以下のようになる
（２２）
。第１に、
国家戦略として独立以来原子力開発を進めていたインドに技術的基盤が存在し
たことである。それを兵器開発に利用したのは政治的理由による。第２に、政
治的要因としては対外要因が大きい。中国脅威論、パキスタンの核兵器開発お
よびそれへの中国の支援と米国の黙認がより重要な要因である。そして、その
中国を核保有国として認め、インドが核兵器保有を行う道を完全に閉ざす NPT
体制にインドは強く反発した。それは CTBTが議題に上った時も同様であっ
た。第３に、強い国家への願望とその目的達成のために核兵器が大きな役割を
果たすとの認識があることも付け加えておきたい
（２３）
。第４に、原子力科学者や技
術者の圧力も大きな影響を与えた。インドでは原子力科学者の発言力は日本と
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比べるとはるかに強い。インドの科学者たちは、研究開発の観点から核実験の
実施を求めたわけである。１９７４年の第１回実験の時もそうであったが、１９９８年
には、７４年の経験者がすでに高齢になっており、知識の継承という意味からも
早く核実験を行いたいと、１９９０年代には政府に対して相当の圧力をかけていた
という
（２４）
。
（２） 国際社会の対応
NPTに署名せずに核実験を行い、核兵器保有を宣言したインド（そしてパ
キスタン）に国際社会は厳しい反応を示した。５月２８日の国連事務総長の声明
を始め、各国から非難声明が相次いで出され、さらには G８外相会議での非難
声明、６月の国連安全保障理事会での核実験を非難する安保理決議１１７２号と続
く
（２５）
。米国、日本などは原子力関連の技術、資機材の禁輸などすでに課されてい
た制限に加えて新たに経済制裁を課した。
激しい非難の中、核実験後のインドの行動は、ひたすら核兵器開発に邁進す
るというよりは、自制のきいた「模範生」としての言動が目立った。９９年には
核ドクトリン草案
（２６）
（２００３年に政府承認）を作成し、インドの核兵器は「最小限
の信頼できる抑止力（credible minimum deterrence）」にとどめるとし、先制
不使用、非保有国への不使用、「核実験のモラトリアム」を一方的に宣言する
など、自制のきいたものとなっている。パキスタンの核技術の漏洩とは対照的
な姿である。
核実験後、日本はインドとの交流をかなり制限したが、アメリカは一方で経
済制裁を課しながらも、他方で対話を積極的に進め、両国は信頼を深めていっ
た。米印接近である
（２７）
。そして２００５年７月、マンモハン・シン首相が訪米した
際、アメリカはインドとの原子力分野での協力を約束した。ブッシュ大統領は
インドを「先進的原子力技術をもった責任ある国」と認め、インドと原子力分
野での協力や取引ができるよう、国際社会に働きかける努力をするとしたので
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ある
（２８）
。翌２００６年３月にはブッシュ大統領が訪印して、この基本合意を具体化
し、２００７年８月、最終的に米印原子力協力協定が合意された
（２９）
。その主な内容は
以下の通りである
（３０）
。
（１） インドは２２ある原子炉（当時、建設中のものを含む）のうち、１４機を
民生用、８機を軍事用と区別する。
（２） 民生用の原子炉については、国際原子力機関（IAEA）の保障措置の
下に置く。（インドは IAEAとの間で保障措置協定を締結する。）
（３） 米国は民生用原子力分野における協力を行う。
（４） インドは使用済み燃料の再処理の権利およびウラン濃縮の権利を有す
る。
（５） インドの既存の高速増殖炉（実験炉及び建設中の原型炉）は保障措置
の対象外とし、将来建設する原子炉や高速増殖炉に関しては、インド
が民生用と特定したものは保障措置の下に置く。
（６） 協定の停止については、安全保障環境の変化や隣国の行動を念頭に置
いて検討したのち、１年前に相手国に通知する。
（７） 協定が停止された場合には、同協定に基づいて提供された資機材の返
還を要求することができる。
問題になったのは、インドが新たに核実験を実施したときの扱いである。協
定は核実験には直接言及していないが、協定の停止の条項はインドの核実験を
想定している。インドが核実験を行った場合、米国は協定を停止する権利を有
することになるが、１年間の猶予がインドには与えられており、その間にイン
ドは他の供給国を探すことができる。しかも、停止に先立って両国間で協議が
行われることがうたわれている。すなわち、インドの核実験が即協定停止には
つながらず、状況次第でインドの新たな核実験も容認される可能性も見出され
る
（３１）
。第三者的立場で見る限り、同協定はインドにかなり有利な形で締結された
と捉えることができる。それでもシン政権は左派勢力などからの猛反対にあっ
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たが、それを同盟政党の組み替えなどで乗り切った。シン首相の協定成立への
熱意のほどがうかがえる。
その後、インドは IAEAとの保障措置協定を締結し、また法的拘束力を持た
ない紳士協定ではあるが、原子力供給国グループがインドを特例と扱うことで
合意したことにより、インドは晴れて原子力協力を世界各国と行うことが可能
となった
（３２）
。アメリカ、フランス、ロシア、カザフスタンなど７か国と原子力協
定をすでに締結して、取引は始まっている。ウラン供給も可能となった。ただ
し、原子力賠償法への懸念や建設予定地での住民の反対運動などから米、仏と
の取引の進展はほとんど見られず、結果、ロシアが大きく先行しているのが実
情である。
３．エネルギー政策
（１） 電力事情
インドは１９９１年に大々的な経済開放政策を導入して以来、多少のアップダウ
ンはあるものの、総体的には急速な経済成長を遂げてきている。当然エネル
ギー需要も急速に高まっている。２００９年のインドは米、中、露に次いで世界第
４位のエネルギー消費国であった。
国際エネルギー機関（IEA）は、毎年刊行しているWorld Energy Outlook
の２００７年版の特集において中国とインドの将来のエネルギー問題をとりあげ、
World Energy Outlook, 2007 : China and India Insights と題する報告書を発
表した。その予測によれば、インドの１次エネルギー需要は、年平均３．６％増
加し、２００５年を基準とした場合２０３０年までに約２．４倍に増大するとみられる
（３３）
。
２０３０年までにインドは、中国、アメリカに次いで世界第３位のエネルギー消費
国になると見込まれている
（３４）
。一次エネルギー需要の増加の大半は発電である。
表１が示すように、今後とも石炭が最も重要なエネルギー源であることに変わ
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りはなく、そのシェアは２００５年の３９％から、２０３０年には４８％に増加し、その絶
対値は３倍近くになる。石油やガスの価格の高騰により石炭の競争力が高まっ
ているとみている。
全般的に厳しいエネルギー状況の中、インドが抱える最も深刻な問題はおそ
表１：インドの一次エネルギー需要予測［単位：Mtoe（メガ石油換算トン）］
エネルギー源 １９９０年 ２０００年 ２００５年 ２０１５年 ２０３０年 ２００５－２０３０年＊
石炭 １０６ １６４ ２０８ ３３０ ６２０ ４．５％
石油 ６３ １１４ １２９ １８８ ３２８ ３．８％
ガス １０ ２１ ２９ ４８ ９３ ４．８％
原子力 ２ ４ ５ １６ ３３ ８．３％
水力 ６ ６ ９ １３ ２２ ３．９％
バイオマス １３３ １４９ １５８ １７１ １９４ ０．８％
その他の再生可能エネルギー ０ ０ １ ４ ９ １１．７％
合計 ３２０ ４５９ ５３７ ７７０ １，２９９ ３．６％
参考：中国 ８７４ １，１２１ １，７４２ ２，８５１ ３，８１９ ３．２０％
＊年平均増加率
出所：International Enegy Agency, World Energy Outlook,2007 : China and India Insights,
p. 119より作成。
表２：発電設備容量の構成（２０１１年１１月現在）
電 源
発電設備容量
（メガワット）
割合
％
火力発電合計 １２１，８０５．９８ ６５．６６
石炭 （１０２，８６３．３８ ５５．４５）
ガス （１７，７４２．８５ ９．５６）
石油 （ １，１９９．７５ ０．６４）
水力発電 ３８，７４８．４０ ２０．８８
原子力 ４，７８０．００ ２．５７
再生可能エネルギー等 ２０，１６２．２４ １０．８６
合計 １８５，４９６．６２ １００
出所：Ministry of Powerのウェブサイト
（http://powermin.nic.in/JSP_SERVLETS/internal.jsp）
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らく電力不足であろう。インド電力省の発表によれば、２０１１年１１月３０日現在の
総発電容量は、１８５，４６９．６２MWeで、燃料別の発電容量割合は、表２のように
なっている。豊富な国内資源を抱える石炭（同時に輸入もしている）が５５％と
高いシェアを占め、水力が２０％と続く。石油は１％にも満たず、原子力は現在
２．５７％にとどまっている
（３５）
。一方、年間発電量は、表３の通りである。前年度と
の比較では、原子力発電が４１％と飛躍的に伸びているが、電力省は、それを（原
子力供給国グループでのインド例外扱いについての合意により―筆者）ウラン
燃料の供給量が大幅に増加したためと説明している。また水力発電の１０％増は
モンスーンなど気候条件がよかったためで、火力発電が伸び悩んだのは、石炭
不足や劣悪な品質の石炭供給によると分析している
（３６）
。
電力省は“Power for All by 2012”（「２０１２年までに全国民に電力を」）という
スローガンを掲げ、電力開発の総合的な青写真を提示している。GDP成長率
８％を達成するに十分な電力の供給、電力の信頼性、質、最適なコスト、商業
的生存可能性、そして全国民に電力をという達成目標を掲げ、そのために、発
電、送配電
（３７）
、規制面などでの戦略をあげている
（３８）
。その戦略の一つが、これまで
石炭に大きく依存してきた発電に替わる電源への転換である。そして、昨今の
表３：年間発電目標量と実績
電 源
ターゲット
２０１０－１１
（BU＊）
発電量
２０１０－１１
（BU）
目標達成率
％
前年度実績
増加率
％
火力 ６９０．９ ６６４．９ ９６．２４ ６４０．５ ３．８１
原子力 ２２．０ ２６．３ １１９．４８ １８．６ ４１．０４
水力 １１１．４ １１４．３ １０２．６４ １０３．９ １０．０１
ブータンからの輸入 ６．５ ５．６ ８５．６８ ５．４ ４．６９
合計 ８３０．８ ８１１．１ ９７．６３ ７６８．４ ５．５５
＊BU＝Billion Unit，1 Unit＝1 kWh
出所：Central Electricity Authority, Ministry of Power, Operation Performance of Generat-
ing Stations in the Country During the Year 2010−11, April, 2011
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地球温暖化問題への配慮もあり、二酸化炭素の排出がほとんどない原子力に白
羽の矢が立ったわけである。原子力発電については、海外からのウラン燃料の
供給が可能になったため、年々目標の数値が上方修正されている。
（２） 原子力発電
インドの原子力関連組織は図１のようになっている
（３９）
。原子力委員会の設置に
続いて、１９５４年に首相直属の機関として原子力省（DAE : Department Atomic
Energy）が設置され、当初は科学研究省の下に位置付けられていた原子力委
員会が原子力省の下に移され、原子力省長官が原子力委員長を兼務することに
なった
（４０）
。さらに１９８３年には安全管理および規制を担当する独立機関として原子
力規制委員会（AERB : Atomic Energy Regulatory Board）が設置された。発電
に関しては１９５６年にインド原子力発電公社（Nuclear Power Corporation of In-
dia＝NPCIL）が設立された。同公社は、発電所の設計、建設、運営を担当す
る。民間の参入は許されていない。２０１１年１１月現在、同公社は高速増殖炉を除
く２０の原子炉すべての運営および６機の新たな原子炉の建設を担っている
（４１）
。
２０１１年１１月現在インドで稼働している原子炉は表４の通りである。NPCIL
による総発電容量は４，７８０MWeである。１９６９年に初の商業運転を開始して以
来、定期的に炉の建設をしてきたことがわかる。６９年の２機は米国 GE製、７３
年の炉はカナダ製であるが、１９７４年の核実験後海外からの供給が途絶えたた
め、インドは重水炉を国産してきた。現在建設中の原子炉は海外からの輸入が
可能になったため、大量な電力供給が容易な軽水炉６機である。それ以外に、
高速炉建設に特化した国営公社（Bharatiya Nabhikiya Vidyut Nigam Limited，
通称 Bhavini）が高速炉の原型炉を建設中である
（４２）
。
２００４年にインド原子力省が発表した「インドにおける電力の成長戦略」で
は、GDPの成長率を年５～６％と想定し、２０５２年までに一人当たり電力消費
量を５，３００kWh，年間発電量を８０００BU（＝８兆 kWh）、発電容量は２０２０年まで
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に２０GWeという目標を立てたが
（４３）
、マンモハン・シン首相は、２００７年にこの目
標では低すぎるとし、ウラン供給の増加に伴い、その２倍の容量を目指すべき
だと述べた。また２００８年に政府は２０５０年までに５０GWe、さらに２００９年６月に
はインド発電公社は２０３２年までに６０GWeと目標を設定し直した
（４４）
。より長期的
図１：インドの原子力関係組織図
原子力委員会
（Atomic energy Commission）
原子力規制委員会
（Atomic energy Regulatory Board）
原子力省
（Department of Atomic Energy）
研究開発関連 公営企業 原子力産業
バーバ原子力研究所
（BARC、ムンバイ）
インド原子力発電公社
（NPCIL、ムンバイ）
重水製造部
（Heavy Water Board）
インディラ・ガンディー
原子力研究所
（IGCAR、カルパッカム）
インド・レア ・ーアース
公社（IREL、ムンバイ）
核燃料コンプレックス
（Nuclear Fuel Complex、
ハイデラバード）
インド・ウラン公社
（UCIL、ジャドゥグダ）ラジャ・ラマンナ
先端技術センター
（CAT、インドール）
放射線アイソトー プ技術部
（Board of Radiation &
Isotope、ムンバイ）インド・エレクトロニ
クス社
（ECIL、ハイデラバ ドー）可変エネルギー・サイ
クロトロン・センター
（VECC、コルカタ）
原子力発電所：稼動中の
原子炉数
タラプール：４
ラジャスタン：６
マドラス：２
カイガ：４
ナローラ：２
カラパール：２
バハラティヤ・ナビキャ・
ビジュット・ニガム公社
（Bhavini、カルパッカム）原子力鉱物開発研究所
（AMDER、ハイデラバ ドー）
Department of Atomic Energy, Annual Report 2010−2011の組織図と NPCILのウェブサイ
ト（http://www.npcil.nic.in/main/AllProjectOperationDisplay.aspx）を基に筆者作成。
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表４：インドの原子力発電所（運転中）
発 電 所 原子炉 炉型
発電容量
（メガワット）
商業運転開始日
タラプール
マハラシュトラ州
１ BWR １６０ １９６９年１０月２８日
２ BWR １６０ １９６９年１０月２８日
３ PHWR ５４０ ２００６年８月１８日
４ PHWR ５４０ ２００５年９月１２日
ラージャスターン
ラージャスターン州
１ PHWR １００ １９７３年１２月１６日
２ PHWR ２００ １９８１年４月１日
３ PHWR ２２０ ２０００年６月１日
４ PHWR ２２０ ２０００年１２月２３日
５ PHWR ２２０ ２０１０年２月４日
６ PHWR ２２０ ２０１０年３月２１日
マドラス
タミル・ナードゥ州
１ PHWR ２２０ １９８４年１月２７日
２ PHWR ２２０ １９８６年３月２１日
カイガ
カルナータカ州
１ PHWR ２２０ ２０００年１１月１６日
２ PHWR ２２０ ２０００年３月１６日
３ PHWR ２２０ ２００７年５月６日
４ PHWR ２２０ ２０１１年１月２０日
ナローラ
ウッタル・プラデーシュ州
１ PHWR ２２０ １９９１年１月１日
２ PHWR ２２０ １９９２年７月１日
カクラパル
グジャラート州
１ PHWR ２２０ １９９３年５月６日
２ PHWR ２２０ １９９５年９月１日
出所：Nuclear Power Corporation of India Limitedのウェブサイト
（http://www.npcil.nic.in/main/AllProjectOperationDisplay.aspx）
表５：建設中の原子力発電所
発電所、所在地 原子炉 炉 型
発電容量
（メガワット）
運転開始予定日
クダンクラム、
タミル・ナードゥ州
１ VVER（PWR） １０００ ２０１２年３月
２ VVER（PWR） １０００ ２０１２年１２月
ラージャスターン、
ラージャスターン州
７ PHWR ７００ ２０１６年６月
８ PHWR ７００ ２０１６年１２月
カクラパ－ル、
グジャラート州
１ PHWR ７００ ２０１５年６月
２ PHWR ７００ ２０１５年１２月
出所：表４と同じ。
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には、原子力委員会が２０６０年までに５００GWe、あるいはさらに増やして２０５０年
までに６００－７００GWe、すなわち全電力量の半分という数字まで出している
（４５）
。
目標数値は毎年のように変わるが、より野心的なものへと改正されてきてい
る。
しかし、インド国内に原子力に対する反対運動が起きていないわけではな
い。特に福島第一原発の事故を受けて、反対運動は高まっている。目下のとこ
ろ最大の問題となっているのは、南部のタミル・ナードゥ州に建設中のクダン
クラム原発を巡るものである。２機のロシア型加圧水型軽水炉（各１００万キロ
ワット）で、ロシアの協力を得て建設中である。２００７～８年に完成する予定で
あったが、大幅に遅れている。２０１１年３月から４月にかけて、インドの新聞は
福島第一原発の事故の様子を克明に伝えた。当然地元住民の不安は高まった。
『ノーニュークス・アジアフォーラム通信』によれば、クダンクラムの住民は
３月１７日に大規模な集会を行い、原発建設に関して「公的な調査」を要求し
た。原発建設に使用されている材料の品質が劣悪で地域住民の安全を軽視して
いると感じているという。そして２４日にはクダンクラム近郊の村に集まった
６，０００～７，０００人の人が抗議のハンガーストライキを行ったという
（４６）
。また「核軍
縮・平和連合」（Coalition for Nuclear Disarmament and Peace）は、インドは
原子力政策を徹底的に見直す必要があると述べ、政府関係者だけでなく、市民
社会や独立した専門家からなる検査機関を設置すべきだと主張している
（４７）
。さら
に、１０月には７，０００人を超える人が参加したハンガーストライキによる反対運
動が行われた
（４８）
。別の場所でも抗議行動は起きている。２０１１年４月にはマハラ
シュトラ州ジャイタプルの原発予定地で建設反対派住民が警官隊と衝突し、１
名が死亡する事件が起きた。これを受けて、有力英字紙 The Hindu の社説も
原発建設を停止すべきだと主張している
（４９）
。
こうした反対運動に対して、政府は一定の理解を示し、安全対策を強化する
としながらも、原子力政策の変更の必要はないとの立場を貫いている。原子力
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委員会も、インドの原発の安全性を熱心に説いている
（５０）
。シン首相は早くも３月
１４日に原子力省とインド発電公社に対し、すべての原発の安全システムに関し
て技術的レビューを行うよう指示したと発表した
（５１）
。さらに１０月のハンガースト
ライキを受けて、１５人で構成される専門家会議を設置し、州政府、地域住民と
の話し合いを行って、地震、津波や原子力全般の環境への影響などを研究する
と発表した
（５２）
。インド政府もロシア政府も住民の反対によって建設を断念する気
配は全く見せていない
（５３）
。それどころか、両政府は同サイト内に３号機、４号機
の建設に向けた交渉を行っている模様である
（５４）
。
むすび
以上、インドの原子力政策をエネルギーと核兵器開発の２つの側面から見て
きた。最後にインドの原子力政策の特徴をまとめてみたい。
第１の特徴は、インドが先進国と比較しても早い時期から国家政策として原
子力の推進に力を入れてきたことである。インドでは１９３０年代から科学者は
育っており（多くはイギリス留学経験者）、近い将来の独立インドを構想して
政治指導者との間にも強力なパイプを築いていた。その最も有力な政治指導者
がネルーであり、最も発言力、行動力の強い科学者が原子力分野で秀でた能力
をもつバーバーであった。したがって、インドは独立以前から原子力を国家の
発展のために利用しようとの動きを見せていたわけである。独立インドが先進
国に先立って原子力政策を打ち出したのは当然のことであった。
第２に、以上の点とも関係して、インドが早くから優秀な原子力科学者を輩
出したことである。バーバーの尽力により、原子力研究開発は厚遇されてい
た。バーバーは独立前からタタ基礎研究所を設立し、全国に散らばっていた若
手科学者を集めて基礎研究を開始していた。独立後は国家の政策により研究所
が設立され、予算も与えられた。こうした環境の中でインドの科学者たちは原
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子力の先端的な研究に従事したのである。バーバーが１９５４年に高速増殖炉を利
用したトリウム・サイクルを提唱し、その研究を国策として開始したことは特
記に値する。政治指導者と科学者の緊密な関係は今日まで維持されてきてお
り、原子力政策の決定における科学者の発言力はきわめて高い。
第３に、インドの原子力政策は元来エネルギーを視野に入れて策定されてい
る。少なくとも政治家の認識ではそうである。先進国が原子力開発を行う際に
は兵器開発が先行しているケースが多いが、インドの場合は少なくとも当初は
第一義的にエネルギー需要を満たす目的が強調された。確かに技術的に考えれ
ば、核兵器製造は原子力発電の延長線上にあったことも事実であるが、政治的
には核兵器開発に躊躇する傾向が強かった。核兵器を取得した今日でも、エネ
ルギー部門が重要な比重を占めていることに変わりはない。
第４に、したがって、核兵器の開発は国際的要因が大きいと言える。インド
が核兵器を取得することは、技術的にはもっと早い時期に可能であったと指摘
されるが
（５５）
、それを遅らせていたのは政治的決断がなかったためである。この
点、「草を食べてでも核開発を」との政治的命令を下したパキスタンとは対照
的である。そのインドを政治的決断の方向に動かしたのは、インドを取り巻く
安全保障環境、そしてすでに核兵器を保有している国が核クラブへの新たな参
入を認めないといういわゆる NPT体制の形成、さらにはその維持と強化とい
う国際社会の動きであった。
第５に、インドは海外からの技術や資機材の供給に依存しない自力の開発を
目指し、かなりそれに成功してきた点である。インドは当初から原子力エネル
ギーの自給自足を目指していたが、１９７４年の核実験後海外からの供給が途絶え
た後は、自力で開発を進めた。その結果、技術面ではかなりの成果を上げた。
現在でもこの国は自力開発、技術開発の自主性を重視しており、インドにとっ
てかなり有利な条件の米印原子力合意でさえも、自主性が損なわれるといった
批判が国内には出ていたほどである。ただし、それでもウラン燃料だけはどう
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しても海外からの供給に頼らざるを得なかった。トリウム・サイクルの完成ま
でにはまだ時間がかかり、原子力発電所の稼働率も落ちてきていた。原子力協
力の解禁後、インドがカザフスタン、カナダ、それに最近になってオーストラ
リア
（５６）
といったウラン資源を豊富に持つ国との原子力協定の締結にきわめて熱心
であるのはそのためである。
そして最後に、経済の急成長に伴いエネルギー需要が急速に高まっている現
状である。知識人層の厚いインドでは地球温暖化問題にも関心が高く、その角
度からも原子力発電の促進は不可欠との政策を打ち出しているわけである。
以上がインドの特徴である。インドはもはや発展途上国とは言い難いほどの
経済成長を遂げており、そもそも国の規模、独立前からの科学技術水準の高
さ、民主主義の定着といった面で、必ずしも発展途上国を代表する国ではな
い。しかし、先進国とは国情が大きく異なることは事実で、それが原子力政策
にも如実に表れていると言えよう。そのインドが原子力分野で日本に期待する
ことは、チダンバラム前科学担当首相首席補佐官（元原子力委員長）によれ
ば、民生の発電技術だという。「インドには近年諸外国の軽水炉などが多く
入ってくることになったが、その結果基準の異なる原子炉がいくつもある。イ
ンドとしては、外国のあらゆる最先端技術を導入して、最終的にはインドの基
準を作りたいと考えており、そのために日本の技術は欠かせない
（５７）
」のだそうで
ある。この日本の技術に対する信奉は、福島第一原発の事故後も変わっていな
いようである。
（１） インドは独立が日程に上り始めた１９３０年代から科学が独立後のインドの国力増強に
とって不可欠なものであるとの認識が生まれていた。しかもイギリスの植民地統治時代に
すでに鉄道、道路、灌漑、郵政などのインフラがかなり整っていた。また科学者も大勢育っ
ており、独立後に飛躍する基盤があったと言われる（Ashok Kapur, Pokhran and Beyond :
India’s Nuclear Behaviour, Oxford University Press, 2001, Chapter 2）。
（２） S. Gopal, ed., Selected Works of Jawaharlal Nehru, vol. 6, Jawaharlal Nehru Memorial
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Fund, 1987, p. 421.
（３） 例えば、原子力の開発が平和利用のためか軍事目的かの区別がどこまで可能である
か、技術開発をどこまで自力で行うか、また技術の機密性をどのように保持するかなどに
ついて活発な議論が行われている。インドの核開発に関する詳細な研究を行ったペルコ
ヴィッチは、この時期にすでにこのような内容の議論が行われていたことは注目に値する
と述べているが、同時にインドの原子力法が研究開発に関して核保有国であるアメリカや
イギリスよりもさらに機密保持を重視している点を指摘している（George Perkovich, In-
dia’s Nuclear Bomb, University of California Press, 1999, pp. 18−20）。
（４） ネルーとバーバーは個人的にも親交が厚く、また原子力についての考えでもかなり近
かったと言われ、２人の意見が独立後の原子力政策を作ることになったとカプールは指摘
している（Kapur, op. cit., pp. 21−22）。
（５）２０１０年現在（World Nuclear Association, Nuclear Power in India, Updated January
2011, http://www.world-nuclear.org/info/inf53.html）。
（６） 詳しくは、木村悦康「インドの原子力開発と対印原子力協力」『海外電力』２０１０年１１
月、p.２６、および日本原子力産業協会『インドの原子力事情―INSAC―２００８参加原産協会
訪印団報告書』２００９年２月、pp.１０－１２を参照。
（７） 同研究計画のその後の進捗状況および今後の課題などについては、高木直行「インド
における持続可能な新型炉の開発動向」『原子力 eye』Vol.５５、No.８、２００９年８月を参照。
（８） 中印国境戦争での敗北後、バーバーは核兵器の抑止力について多くの発言をしている
（Percokovich, op. cit., pp. 60−62）。
（９） 中印国境戦争に至る過程については、広瀬崇子「中印国境問題をめぐるネルー外交の
論理―１９５０年代インド非同盟外交に関する一考察」『アジア経済』第２２巻、第２号、１９８１
年２月を参照。
（１０） この問題に関する資料ドキュメントは公開されてはいないが、１９９８年の核実験後に来
日した I. K.グジュラール前首相（当時）および D.N.デシキシット元外務次官が筆者を含
む日本の研究者にこのように語っている。また、このことに言及している研究者は他にも
多い（伊豆山真理、小川伸一「インド、パキスタンの核政策」、『防衛研究所紀要』第５巻、
第１号、２００２年８月、Itty Abraham, The Making of the Indian Atomic Bomb, Zed Books,
1998, p. 125, Michael Brecher, Succession in India : A Study in Decision-Making, Ox-
ford University Press, 1966, p. 127など）。ちなみに、バーバーは１９６４年のパグウォシュ会
議でも、インドが「中国のようにより大きく、より強力な国との均衡を確保するためには、
（中略）２つの主要な核大国から保障を受ける必要がある」と述べている（Homi J.
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Bhabha, « The Implications of a Wider Dispersal of Military Power for World Security and
the Problem of Safeguards, ,, in Proceedings of the Twelfth Pugwash Conference on Sci-
ence and World Affairs, January 27-February 1, 1964, Udaipur, India, p. 75、ここでは
Perkovich, op. cit., p. 61より引用。
（１１） Perkovich, op. cit., pp. 70−90.
（１２） インディラ・ガンディー首相は、１９６６年の首相就任直後、世界各地で核兵器による戦
争ゲームを終了させようと訴え、核実験準備を停止させた（１９６９年１月１日の記者会見お
よび１９６８年３月１４日の議会発言、 Indira Gandhi , The Years of Challenge : Selected
Speeches of Indira Gandhi, Publications Division, Ministry of Information and Broadcast-
ing, Government of India, Patiala House, New Delhi, 1973, pp. 350−51, 370−72）。も し、
１９６６年に核実験を行っていれば、インドは核兵器国として NPTに参加でき、その後の非
難や問題を回避できたはずだとの意見もある（Kapur, op. cit., p. 139）。
（１３） 福井康人「米印合意の功罪」、『外務省調査月報』２００９／No.４、p.４２。
（１４） Perkovich, op. cit., p. 159。なお福井は、２つの研究グループが関連の研究を行ってい
たという。BARCグループが核システム設計、電気爆破システムなどの研究、防衛研究開
発機構（DRDO）グループが高性能爆薬による爆縮システムおよび信管開発を行っていた
が、７４年の実験では後者の開発した爆縮が使用されたと述べている（福井、op. cit.,
p. 43）。
（１５） Kapur, op. cit., p. 144.
（１６） これまでインド国内では核兵器保有について何回か激論が戦わされてきた。第１の波
は、中国が核実験を行った１９６４年、そして第２の波がインドが NPT調印を迫られたこの
時だった。詳しくは、Stephan P. Cohen, India : Emerging Power, Brookings Institution
Press, 2001, pp. 159−165を参照。
（１７） インディラ・ガンディーが核不拡散に不参加を決定したのは、１９６８年２月とみられ
る。同年３月１４日、インディラは議会でその理由を説明している（Indira Gandhi, op. cit.,
pp. 370−374）。
（１８） 伊豆山、小川、op. cit., p. 45。
（１９） Cohen, op. cit., pp. 171−175.
（２０） カプールはこれを「技術的差別（technical discrimination）」と呼んでいる（Kapur, op.
cit., p. 187）。
（２１） 伊豆山、小川、op. cit., p. 46。
（２２） 広瀬崇子「核拡散をめぐる国際政治：インド、パキスタンの核兵器開発を中心に」『日
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本原子力学会誌 アトモス』Vol.５１、No.１０、２００９年１０月、p.２２。
（２３） BJPスポークスマンのマルカーニ（Kavel Ratna Malkani）は New York Times のイン
タビューに答えて、「核兵器はインドに威信、力、それに地位を与えるだろう」と述べて
いる（Perkovich, op. cit., p. 334）。
（２４） Kapur, op. cit., pp. 189−191.
（２５） この間の印パ両国を含む諸国および国際機関の声明は、国際問題研究所、軍縮・不拡
散促進センタ 『ーインド・パキスタンの核実験―内容、目的、動機および国際社会の反応』
１９９９年１月にまとめられている（http://www.cpdnp.jp/pdf/003-01-005.pdf）。
（２６） Draft Report of National Security Advisory Board on Indian Nuclear Doctrine, Au-
gust 17, 1999は、BJP政権時代に、国家安全保障諮問委員会が作成したもの（http://www.
atomicarchive.com/Docs/Deterrence/Indiadoctrine.shtml）で、２００３年１月に政府が公式に承
認するところとなり、同時に指揮統制体系も明示された（The Hindu, January 5, 2003）。
さらに後継の国民会議派政権も同ドクトリンを継承した（“No Change in India’s nuclear
doctrine : Krishna,” The Hindu, March 17, 2011）。
（２７） 冷戦後の米印接近については、堀本武功「９０年代における印米関係の基本構造」『南
アジアの国家と国際関係』『国際政治』２３７号、２００１年５月を参照。
（２８） The Hindu, July 20, 2005.
（２９） 協定の全文は、http://www.dae.gov.in/indous.pdf.
（３０） 以下の部分は、広瀬崇子「米印原子力協定の政治的意味」、『原子力 eye』vol.５３、No.
１１、２００７年１１月、pp.２８－３１に基づいている。なお、協定の法的な側面は、福井、op. cit.,
pp.５５－６３を参照。
（３１） この点については米印両国での解釈および議会などでの説明は異なる。米国ではイン
ドが核実験を行った場合には協定を停止させる権利を有する点が強調されている。
（３２） インドを特例扱いすることに対しては様々な角度から批判が出て、論議を呼んだ。小
川伸一「米印原子力協力の意義と課題」『国際安全保障』第３５巻、第２号『南アジアの安
全保障問題』２００７年９月、秋山信将「米印合意の何が問題か：期待と懸念が交錯する米印
原子力合意」『アトモス』Vol.４９、２００７年８月などがその例である。
（３３） International Energy Agency, World Energy Outlook, 2007 : China and India In-
sights, 2007, pp. 120−122.
（３４） Ibid., p. 465.
（３５） インド電力省（Ministry of Power）のウェブサイト（http://powermin.nic.in/JSP_
SERVLETS/internal.jsp）。
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（３６） Central Electricity Authority, Ministry of Power, Operation Performance of Generat-
ing Stations in the Country During the Year 2010−11, April, 2011 (http://cea.nic.in/re-
ports/yearly/energy_generation_10_11.pdf).
（３７） インドでは送配電でのロスが３０％と極めて大きい。また農民に電気料金を課さない
か、あるいはきわめて低い料金を課している州が多いため、他の分野でのロスも含める
と、インドで発電されている電力のうち、料金が課せられているのは全体の半分、さらに
回収となると４割に過ぎない。そのため、政府は送電線の追加設置、電力の流れを供給側、
需要側の両方から制御し、最適化できる送電網（スマートグリッド）の導入など、新たな
試みを行っている。詳しくは、近藤正規「インドのスマートグリッド」、『インド経済
フォーラム』２０１０年８月号を参照。
（３８） Ministry of Power, “Power for All by 2012” (http://powermin.nic.in/JSP_SERVLETS/in-
ternal.jsp).
（３９） 関連企業等の内容については、日本原子力産業協会『躍進するアジアの原子力―イン
ド』２０１０年１月（http://www.jaif.or.jp/ja/asia/india_data6.html）を参照。
（４０） インド原子力委員会ウェブサイト（http://www.aec.gov.in/）。
（４１） NPCILのウェブサイト（http://www.npcil.nic.in/main/AboutUs.aspx）。
（４２） Bharatiya Nabhikiya Vidyut Nigam Limited, The 8th Annual Report , 2010−2011
(http://www.bhavini.nic.in/attachments/reports/8th%20Annual%20Report%202010-11.pdf).
（４３） Department of Atomic Energy, Document 10 : A Strategy for Growth in India 2004
(http://www.dae.gov.in/publ/doc10/index.htm).
（４４） DAE, Annual Report, 2010−2011でもこの数字が使われている。
（４５） World Nuclear Association , Nuclear Power in India (Updated January 2011) ,
(http://www.world-nuclear.org/info/inf53.html).
（４６）『ノーニュークス・アジアフォーラム通信』No.８５（http://www.18.ocn.ne.jp/¯nnaf/85.
html）。
（４７） The Hindu, March 15, 2011.
（４８） The Voice of Russia、２０１１年１０月１０日。
（４９） “Halt work at Jaitapur,” The Hindu, April 21, 2011.
（５０） “Koodankulam reactors quite safe,” The Hindu, March 15, 2011.
（５１） The Hindu, March 15, 2011.
（５２） Department of Atomic Energy, Press Release No. DAE/PR/2011 (http://www.dae.gov.in/
press/pr201011.pdf).
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（５３） “Despite Fukushima, Manmohan bats for nuclear energy,” The Hindu, April 17, 2011.
（５４） The Voice of Russia、２０１１年１１月１０日。
（５５） Cohen, op. cit., pp. 158−159.
（５６） オーストラリアは世界のウランの約４割の埋蔵量を持つ国であるため、インドにとっ
ては非常に魅力のある国である。ハワード前保守党政権は原子力政策に積極的であった
が、２００７年の選挙で労働党に政権が移ると、ラッド政権は NPTに非加盟のインドへの輸
出を禁止する政策に転じた。しかし、オーストラリアが否定的な態度を採っている間に、
インドは９か国と二国間原子力協定を結び、カザフスタンやカナダからウランを買い付け
る手はずを着々と準備してきた。こうした状況の中、ラッド政権を受け継いだギラード首
相は２０１１年１１月、インドへのウラン輸出を認める方針を打ち出した。
（５７） 筆者によるチダンバラム氏へのインタビュー（２００９年１月３１日、ニューデリーのオ
フィスにて）。
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